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産業廃棄物処分場建設反対運動における問題構築と環境的公正
寺田 良一
要 約
1990年代に入 り、バブル経済等により産業廃棄物処分場が逼迫 し、県レベルでの「公共関
与」の処分場建設計画が推進 され、各地で多くの地域紛争を生じさせた。本稿は、1994年に
a梨県明野村に計画された県の処分場をめぐる住民の建設反対運動を事例 としなが ら、10年
以上にわたって建設反対の姿勢を貫き、県の建設着工を阻止 し続けている住民運動において
どのよ うな「問題構築」の言説が功を奏 し、その背景は何であったのかを分析する。・ここでは'
主 として、県が1日来からの村の意思決定構造を前提に、手続きの過程が不透明なままなされ
た計画決定を権威主義的に住民の承諾を迫った事態に対 して、一種の「環境的公正(正義)」のク
レーム申し立てといえる、手続き的民主性や公開性の要求や、将来世代にわたる水源汚染 リ
スクの回避とい う、「世代間環境倫理」が多 くの住民の共感を呼び覚ま し、村民の広範な動員
を可能にしたと考えられる。.リスクの社会的配分の不公正性については、手続きの問題に比
べれば、自らの地域社会が公正な手続きを踏まずに選定されたとい う思いはあるが、環境的
不公正 として正面から取 り上げられてはいない。さらにいえば、2004年の町村合併により明
野村 自体が自治権を喪失 したことによって、村として反対の姿勢を貫くことができなったと
いう事実がある。昨今の大合併が、「環境 自治」の後退をもたらしているともいえる。
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1.は じめに ・
～ 「環境 正義(公正)」運動と構築主義との出会い
環 境 的 公 正 と か 環 境 正 義 と 訳 さ れ る
「environmentaljustice」とい う概念 に初 めて触
れたの は、ア メ リカの環境社会 学の父 ともいわれ
る、R.ダンラ ップ氏 らの著書、『現代ア メ リカの環
境主 義』(ダンラ ップ とマ ーテ ィグ、1992=1993)
の翻 訳 を進 めよ うと していた1990年代 の初 め ご
ろであった。,.その本の翻訳に2・3年先ん じて、も
う一人の環境社会学の創設者で2004年に他界さ
れたFバ トル氏らの 『環境、エネルギー、社会』(ハ
ムフェリーとバ トル、1982=1991)の翻訳を手がけ
ていた。 この本は世界に先駆けた体系的な環境社
会学のテキス トであり、日本でも最 も早い環境社
会学の専門書の翻訳であったと思 う。 しかしその
本の内容の中で、筆者 自身が引っかかっていたア
メリカの環境運動の特徴のひとつが、「環境運動の
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エ リー ト主義的傾向」という問題であった。
日本で環境運動の原点といえば、足尾鉱毒事件
や水俣病であり、いずれも急激かつ強権的な資本
主義的産業化の中で企業や行政が汚染防止対策を
怠ったために、罪なき人々が健康被害や 自然破壊
の被害を被った事件である。 ところがアメリカの
環境運動 としてまず紹介されるのは、国立公園の
整備や野生生物の保護を訴えた19世紀末以来の自
然保護運動である。そ して筆者が、これが「環境運
動先進国」アメ リカの実態なのか と驚いたのが、ア
メリカの自然保護運動の参加者が、休 日に自然の
中で余暇活動をする経済的にゆとりのあるエリー
ト的中産階級の人々だったということである。正
確にいえば、「環境を守る」という行為が、そのよ
うなエ リー ト層に限定された行動様式であり、低
所得層や有色人種には縁のない運動であり、日本
のように産業公害とか廃棄物問題などは主要な環
境問題 とみなされてこなかったという:事実である。
そのようなアメリカの環境運動の「エ リー ト主
義」が問い直され、現実に人種的マイノリティなど
の社会的弱者が深刻な影響を被っている産業公害
や有害廃棄物問題に正面切って取 り組む環境運動
が出現 したのは、1980年代後半のことだったので
ある。 したがって、1982年に書かれたバ トル氏ら
の著作では触れられるはずはなく」その10年後に
出版 されたダンラップ氏 らの著書には、より草の
根的な環境運動に関 して多 くのページが割かれて
いる。「環境問題 と社会的公正は、同時達成される
べき問題である」といった「環境的公正(正義)」運
動やバ トル氏らの主張には大いに共感 したが、そ
うした論点は、 日本ではすでに30年以上前から原
田正純氏や飯島伸子氏が熱 く説いていた論点だ と
もいえる。
その後1996年に半年 ほどアメ リカに滞在する
機会が与えられたので、有害廃棄物問題の研究者、
A.サス氏を頼 りカ リフォルニア大学のサンタクル
ーズ校に滞在 した。そこでベイエ リア周辺に膨濤
として誕生 したアフリカ系やアジア系の新しい草
の根環境運動の聞き取 り調査を行なった。筆者が
実感 したのは、さまざまな人種グループがモザイ
ク状に居住 しているアメリカ社会で、同じくモザ
イク状に生 じている異なった環境問題を、全体社
会の「社会問題 として構築する」ことがかな りむず
かしい課題だということであった。地価の安い地
域には工場や廃棄物処分場が立地し、また低所得
層や有色人種もそこに居住する。 しか しこれ らの
人々に集 中する公害問題の深刻 さは、伝統的な環
境運動の担い手である中流の白人層にはなかなか
認識 されない。彼 らは主に緑豊かな郊外に居住 し
ているからである。逆に、絶滅危惧種の保全のよ
うなテーマは、日々の暮 らしに追われる低所得層
の人々には深刻な環境問題 としては捉えられにく
い。90年代に草の根環境運動が高揚 したのは、人
種的マイノリティの環境運動が、かつての「公民権
(人種差別撤廃)運動」のレトリックと同様、環境 リ
スクの有色人種(地域)への集中を「環境人種差別」
と定義 し、その撤廃を要求するとい う「問題構築」
をしたからであった。
環境問題を「社会問題 として構築す る」と表現 し
たが、・い うまでもなく、これは「社会構築主義」の
アプローチである。社会問題が「客観的に存在す
る」とい う前提から出発するのではなく、この問題
はこんなに深刻で対策が必要な問題なのであると
いう「クレーム」を申し立て、それが 「主観的にも」
共有 されていく過程 を分析 しようとする「構築主
義」は、す ぐれてアメ リカ的な社会問題の分析枠組
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みである。私はその存在自体は渡米以前か ら知っ
てはいたが、構築主義の視点は、ドメスティック ・
バイオ レンスとか、人工妊娠中絶のよ うな、人々
の主観的解釈に大 きく左右 される社会問題に主に
適用 される方法で、現実に健康被害や 自然破壊と
いう、より客観的、「実在的」な問題が存在する環
境問題をテーマ とした環境運動には、さほど必要
がない分析枠組みだと考えていた。 しかしアメ リ
カの環境蓮動の現場に行ってみて、その重要性を
再認識 した。つま り、ここでは驚 くほど多様な人々
に対 して、ある特定の問題の重大さや深刻 さを十
分納得 させ ることができなければ、対策もとられ
ない し、運動体やNPOが寄付金を集めたりするこ
ともむずかしいからである。
幸運なことに、たまたま滞在先の大学で教鞭を
とっておられた構築主義の主唱者であるJ.キツセ
氏(スペクターとキツセ、1977ニ1990)とお話 しす
る機会があつた。 日系二世であるキツセ氏は、日
本では環境運動はどのようなレトリックを使って
環境問題を訴えるのか といった質問塗私にされた。
私は、とりあえず生協運動や原発反対運動などで
「孫子の代までの自然環境」という世代間倫理が提
示 される事例などを紹介 したが、この観点から真
剣に 日本の環境運動を考えたことがなかったこと
を正直に告白した。キツセ氏は、アメリカではさ
まざまな社会運動やNPOが成功裏に活動を展開
するためには、いかに説得的なレトリックを用い
てそれぞれの 「クレーム」を社会に共有させてい く
かが重要であることを説明してくださった。私は、
構築主義や資源動員論など、 日本では純粋に新 し
い分析枠組み として紹介されてきた概念が、実は
本国ではかなりプラグマティックな必要から発達
してきた側面があることを理解 した。現にアメ リ
カの人種的マイノリテ ィの環境運動 においては、
R.ブラー ド(Bullard,1990,1992=93,1993)やB.
ブライアン ト(Bryant,1995)らアフ リカ系の環境
社会学者が「環境的公正」の問題 フレームの果たし
た意義を高く評価 している。
前置きが長 くなって しまったが、1996年にその
ような体験を した後で 日本に戻ってみると、前任
校の都留文科大学の地元山梨県で、'産業廃棄物処
分場問題が持 ち上がっていた。全国的に産業廃棄
物処分場の残余キャパシティが底をついてきて、
産業活動に支障が出ることが懸念されるというの
で、当時の厚生省が全国の都道府県に「公共関与」
の産業廃棄物処分場建設を勧めたのである。山梨
県には、焼却灰や木質建設廃材など水質汚染の可
能性のある廃棄物を埋め立て処分できる「管理型
処分場」が県内になく、やむなくそれ らを他県の管
理型処分場に委託処分 していた。ところが、他県
からの産廃の大量の流入に悩む県が次々 と流入規
制措置をとりつつあったので、他県への処分委託
も困難になることが予想 された。そこで県は、県
内5ブロックごとに適地を選定 して、県の環境事業
団を建設主体 とする「公共関与」の「管理型」最終処
分場を建設する方針を1992年に決定 した。
八ヶ岳 を望む風光明媚な県北部の明野村(2004
年11月に周辺6町村 と合併 して「北杜市」の明野町
となった)の住民が、村内に水質を汚染する可能性 一
がある産業廃棄物の処分場が県の手で建設される
計画を寝耳に水のごとく聞かされたのは、1994年
のことであった。以来10年以上にわたって、決定
手続きの不透明性、非民主性、安全性への不安等
から建設阻止を訴える住民 と、あくまで当初の建
設案に固執して建設を強行 しようとする県当局と
の間で、熾烈な地域紛争が繰 り広げられてきた。
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この建設計画はまた、予定地周辺に多 くの小規模
な民間処分場や不法投棄 を呼び込む結果を伴つた。
将来汚染問題等が生じた際にも、その原因を大規
模 な公共処分場に転嫁する目論見もあったであろ
.うし、こうした施設を受け入れる自治体ならば、
厳格な規制等もあるまいと足元を見られたともい
える。
しか しなが ら、県側の強硬姿勢にもかかわらず、
この人 口4千人ほどの村の住民運動は、10年間に
わたって建設着工を阻止するのに成功 してきた。
不法投棄に悩まされてきた隣接の須玉町(現・北杜
市須玉町)の住民運動も、十分とはいえないながら
も、.世論を喚起 し、県に一定の対策を講 じさせる
のに成功 した。その要因を分析するのが、本稿の
目的である。結論を先取 りすれば、住民側は、少
なくとも地元住民の問に、自らの問題フレーム(手
続きの非民主性、安全確保の不可能性等)を確信、
定着 させることに成功 したのである。 しかしなが
ら、処分容量の払底から県内産業を救うとい う県
の産業振興策的「処分場問題」に対 して、彼 らの側
からの「問題の定義」を、広 く県民世論に浸透させ
たり、環境的公正の問題 としてアピールしていく
ことにはまだ成功していない。また 「現時点での健
康被害や環境破壊」のみならず、将来に向けた環境
リスクの蓄積や「環境不安」としか今のところ表現
しえないような精神的苦痛を正当なクレームとし
て構築するにはいたっていない。
すでに起 きた環境破壊や健康被害ならば、その
深刻 さを事実として訴えることが可能であるが、
将来に向けての環境 リスクの蓄積に対する反対運
動である産業廃棄物処分場建設反対運動は、この
ように「問題の立て方」や「問題の定義」による問題
構築の如何に左右 される運動である。
2.明野村の公共関与最終処分場計画の決定と住民
運動の形成
廃棄物は、法律上、家庭などか ら排出される「一
般廃棄物」と、事業所などから排出され る19種類の
「産業廃棄物」に大別 される。排出量の推移を見る
と、一般廃棄物が1970年代半ばから5,000万トン
前後で一定 しているのに対 し、産業廃棄物は2億ト
ン台前半から4億トンまで倍増近い増加を見せて
いる。80年代後半のバブル期の建設ブームなどが
その要因として考えられる。2000年に省庁が再編
される以前に産業廃棄物の所管官庁であった厚生
省は、バブル期末期の90年代初頭に、最終処分場
の逼迫や不法投棄の増加を懸念 して、 「公共関与」
の産業廃棄物処分場建設の方針を打ち出した。通
常市町村が管轄する一般廃棄物に対 して、産業廃
棄物の管轄は都道府県である。地元住民にとって
は、・身近な地元市町村ではなく、より「お上」の権.
威を感 じる県 レベルの決定として、産業廃棄物処
分場の建設計画が示されることになる。
山梨県においては、1992年に県が県内5圏域に1
箇所ずつ公共関与処分場を建設する方針を決定 し、
用地選定作業に入った。(1)明野村(現在では「旧
明野村」とすべきであるが、2004年11,月の合併以
前の事柄を記述する部分では、「明野村」と表記す
る)では、明野村が建設予定地として選定される伏
線 となる地域振興施設、「フラワーセンター」の明
野村での建設がこの年に決定 されている。県当局
は公式には今でも否定 しているが、住民組織やマ
スコミの解釈では、「ララワーセンター」の建設は、
その当時の村長 と県 との間で、処分場 を受け入れ
る実質的な事前の見返 り措置の意味を持っていた
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とされる。
翌1993年に、明野村が属する「峡北地区(圏域)」
の市町村長で構成 される「最終処分場検討委員会」
で明野村小笠原地区、高根町、小淵沢町の3箇所に
候補地が絞られた。そして1994年には、明野村の
小笠原地区がはず された。甲府盆地の北側、八ヶ
岳にいたる茅ヶ岳山麓の南面に広がる明野村の南
端に位置する小笠原地区は、中央道に面してお り、
景観上の配慮か らはず されたともいわれ るが、隣
接 した韮崎市からの反対があったからだともいわ
れ る。ところが、小笠原地区がはずされて、他の2
地区に絞 られ るかと思いきや、突然明野村内の浅
尾地区が浮上 し、7月には同地区内の8つの地区の
地区総会が招集 され、「条件付賛成」の議決がなさ
れて しま う。それを受けて9月には県は浅尾地区を
建設予定地に決定した。当初の候補地ではない浅
尾地区が急遽浮上 したことが、住民にこの決定過
程は、は じめに見返 り施設 を建設 してもらった明
野のどこかに建設するとい う結論が決まっていた
不透明な過程だとい う印象を強く与え、この県の
計画全体の正当性や公正性に対する住民の信頼を
失わせることになった。
明野村は、茅ヶ岳南麓に開けた豊かな自然に恵
まれた農村であり、日本一 日照時間が長い村 とし
ても知 られている。それゆえ、村内には、この自
然環境に惹かれて東京などから移住 してきた新住
民も少なくない。また、浅尾地区の予定地は、湯
沢川沿いの谷筋であ り、その直下には同村の水道
水源の井戸が3箇所ある。東京の 日の出町の事例な
どをよ・く知っている人もいた新住民の問に、まず
危機感が高まった。そして地域のしがらみが少な
いことも手伝って、まず新住民を中心とした住民
運動組織、「明野の環境を考える会」が94年に結成
された。
94年には、県の突然の処分場建設受け入れの要
請 に対 し、「権威ある」県の計画に正面きって反対
することが困難な雰囲気が強く、また住民側の反
対の論拠の準備もなかったため、安全確保や搬入
路の新たな建設を条件 とした「条件付賛成」決議が
通って しまったが、県の各地区への説明会が開催
される96年に入ると、東京の 日の出町の最終処分
場の地下水汚染問題、香川県豊島の大規模な産業
廃棄物不法投棄事件、埼玉県所沢周辺の焼却場か
らのダイオキシン汚染問題などが次々と問題化 し、
地付きの住民の間にも強い危機感を持つ人々が現
れた。これ らの人々は、焼却灰や汚泥など水源を
汚染する可能性の高い廃棄物が埋め立てられ る管
理型処分場が間近な上流部に建設されることへの
危機感のみならず、村の旧来か らの指導層 と県の
間で、おそらくは利益誘導によって受け入れがす
でに既定の事実になっているとい う、決定過程の
不透明性 と非民主性を問題にし、「浅尾の未来を考
える会」、「浅尾地区ふるさとを護 る会」「浅尾の自
然を守る会」など、地付き住民を主体 とした住民運
動組織が96年には順次結成された。(2)
97年には、いわゆる「確認書」問題が起こる。地
元区長が、地区総会の決議のないまま、県との間
で処分場建設に向けた「確認書」を取 り交わ したこ
とが露見 し、「浅尾の未来を考える会」などが臨時
地区総会の開催を求める署名運動を開始 した。そ
の結果臨時地区総会が開催 され、「確認書」撤回が
決議され、県に対 しその撤回を申し入れるが、県
は受け取 りを拒否 した。それにより、浅尾地区は
県との交渉を一切拒否することとな り、県と住民
運動の関係は明確に対決的なものとなった。村当
局は、有識者 と村民で構成する「安全対策委員会」
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を創設 して打開を図ろうとし、浅尾地区の反対派
住民も少数ながら委員として参加 した。結局、村
の思惑 どおり結論と,して「安全宣言」が出され、建
設に向けたお墨付きを与える結果 となったが、反
対派住民の高度な専門知識の展開により、一部両
論併記の形をとらざるをえなくなったことは、反
対派住民の一定の成果となった。
1994年の処分場建設予定地の選定から、次々節
で取 り上げる99年の村長選挙の前までを、運動の
第1期と区分 しておきたい。この時期の特徴は、何
をおいても新旧住民の確固たる住民運動組織が形
成 されたことである。新住民は、村内の人的ネッ
トワー クは弱いが、外部 とのつながりや情報が豊
富であり、かつ地縁血縁的 しが らみが少ないので、
村内でいち早く処分場の危険性について警鐘を鳴
らす役割を果たした。 この問題提起に呼応 して、
新住民 とは対照的に人的ネッ トワークを広 く持つ
地付き層も組織を立ち上げた。その リーダーは、
後に勤務先の金融機関を退職 して住民運動に献身
し、村長選挙に二度挑戦 した後に「反対派村長」に
なるS氏である。こ うした組織形成が首尾 よくな
され功を奏 した理由としては、無論、新旧住民と
もに自然豊かなこの地域に子々孫々暮 らし続けた
いとい う強い意志と、権威主義的な県の計画決定
の理不尽 さへの義憤と開かれた民主的な地域社会
創 りへの意欲があることはい うまでもない。 しか
しそれ らに加えて、新旧住民が双方存在 したこと、
それぞれの特質を生かし補い合ったこと、おりし
もダイオキシン、環境ホルモン問題など産業廃棄
物に関する情報が普及 し一般市民の強い関心を引
きつけ、問題構築がしやすい時期だったことなど
があげられよう。
こうした、団塊の世代前後の戦後民主主義教育
の中で成長 してきた世代を中心に構成 される新 し
い村民層に対 して、旧態依然としたお上の権威や
利益誘導により一気に合意に持っていこうとした
県と村 当局の姿勢が、そもそものボタンの賭け違
いの原因であったと思われる。それにより、以後
10年以上にもわたって、県と住民組織 との泥沼の
対立が続 き、それまでの相互扶助的な村内の社会
関係や親族関係に'も、処分場の賛否をめぐって大
きな亀裂が入ることになる。原発建設やダム開発
同様、大規模な公共事業等に往々にして伴 う、環
境破壊に先行する地域社会破壊である。
3.周 辺の不法投棄問題と住民の不信感
ことで本論である公共関与処分場建設問題か ら
は少 し離れるが、県の廃棄物政策に対する不信感
を醸成 させたもうひ とつの原因といえる、予定地
周辺の不法投棄問題 について触れておきたい。
1994年に明野村が管理型産業廃棄物最終処分場
予定地に選定 されると、その周辺に立て続けに「自
社処分場」が建設されるようになった。それ らが結
果的に不法投棄の手段 として悪用され、また公共
関与処分場の建設主体である県の不法投棄取締 り
や対策があまりにもず さんであったことが、県の
産業廃棄物政策全般への住民の不信感を強め、公
.共関与処分場建設の正当性を弱めてい'ったと思わ
れる。
産業廃棄物の自社処分場とは、1970年に「廃棄
物 と清掃に関する法律(廃掃法)」で規定され、悪用
される事例が相次いだので1997年の』同法改主時
に廃止 された制度である。「自社処分場」と認めら
れる要件は3点あり、1つ目は、19種類に分別 され
る産業廃棄物のうち、金属、陶器 ・ガラス、ゴム、
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プラスティック、コンクリー トなど、水質汚染の
恐れのない、いわゆる 「安定5品目」に限ること(し
たがってゴムシー トなしの素掘 りの穴でよい)、2
つ 目は、自社所有の土地に自社が排出 した産業廃
棄物を処分する場合に限り、他社の産業廃棄物を
受け入れてはいけないこと、3つ目は、面積が3,000
平方メー トル未満であることである。この3条件 を
充た していれば、処分場建設は届出だけで建設で
き、許可は不要だったのである。
この制度は、そもそも産業廃棄物の規定がなく、
各社がそれぞれ 自分の土地に産業廃棄物を埋め立
て処分 していた1970年以前の工場 ・企業の既得権
を条件付で認める措置だったよ・うであるが、・許可
が不要であるので、手っ取り早く建設ができるこ
とを悪用 して、3条件を無視 した不法投棄が横行す
る温床になっていた(石渡、2002)。
藤川賢(飯島編、2001、2章)の分析によれば、産
業廃棄物の問題は、集中化傾向がある。一 ところ
に集中するのである。その理由として、許可が出
るところは産業廃棄物に行政が甘いと踏んで不法
投棄等 も集中することや、もし汚染等環境被害が
生 じても、汚染源が複数存在するので、責任を転
嫁 した り否定した りしやすいのだろうと想像 され
る。
ご多分にもれず、明野村の建設予定地周辺や、
隣接 した須玉町においては、この公共関与処分場
の予定地 として決定 された後に、数箇所以上の自
社処分場の届出が県に提出され、次々に建設され
ていった。 しか しながら、そもそも産業廃棄物施
設に対する監督権限を持たない市町村は＼ 当該地
域の住民 と覚書を取 り交わす指導をし、法令順守
を呼びかける程度の対応しかとれなかった。
建設計画段階の県の処分場問題 と異な り、自社
処分場問題は、現実に硫化水素を中心とした有害
ガスの排出、重金属や環境ホルモン物質を含んだ
'排水の漏出
、「安定5品目」以外の廃棄物の違法な埋
め立て、面積の違法な拡大、土砂崩壊の危険性な
ど、住民生活を脅かす存在として住民の前に現れ
始めていた。 しか し県当局は、当該市町村や被害
住民が再三の訴えに対 してもほとんど耳を貸 さず、
有効な対策を講 じなかった。・このことが、県の環
境対策、廃棄物政策全体に対する一般住民の不信
感をじわじわと増大させていき、公共関与処分場
計画に対する住民の反対世論を結果的に強化 して
いったと思われる。"1
初めに問題 となったのは、明野村の処分場建設
予定地の直下の沢筋に建設 されたT金属㈱の自社
処分場であった。覆土はされているが目測でも数
十メー トル以上の高さに不安定に野積みされた産
廃の山はそれだけでも不気味である。面積 も法令
の3,000平米をはるかに超過 してお り、1998年に
筆者が初めて現場を調査 したときも、すでに処分
場 としては埋め立てが終了していたが、畳、木材
など、安定型処分場には埋め立ててはいげない腐
敗性の廃棄物があちこちに露出していた。これら
有機性の廃棄物が腐敗発熱 し、建設廃材の石膏ボ
「 ドや廃 タイヤ等と化学反応を起こして硫化水素
ガスが発生するといわれているが、T金属処分場
ではそれが顕著で、まるで火山の噴火 口のように、
そこかしこから強烈な刺激臭を放っ黄緑色のガス
が噴出 していた。専門家の測定では、無風状態で
は現地にとどまることは危険なほどであるとのこ
とであったので、地元住民も現地を見学するとき
は必ず複数で訪れ、短時間で切 り上げるように注
意を呼びかけているほどであった。事実筆者自身
も、現地見学後、 しばらく頭痛に悩まされた。
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この丁金属の 自社処分場は、それでも数千平米
程度の規模であるが、そのすぐ上流に予定されて
いる公共関与処分場は、埋め立て面積が10ヘクタ
ールと、そのおよそ20倍の規模になる。このこと
も、公共関与処分場に対する住民の恐怖感 を掻き
立てたことは想像に難 くない。T金属処分場の悪
臭は、風に乗って下流の住宅にまで達し、周囲の
木々を枯死させていた。下流には水道水源の井戸
があ り、今でも中長期的な汚染 も懸念 されている。
さらに、明野村の西隣の須玉町は、保養他、観
光地 としても知 られ、本学の研修施設もある清
里 ・八 ヶ岳地域への玄関口に位置するが、そこで
の自社処分場がらみの不法投棄も、さらに深刻な
様相を呈していた。問題 となった数箇所の不法投
棄のうち、特に規模が大きい現場は、・同町の最奥
部の山岳地帯、日向地区と岩下地区の自社処分場
であった。・特に日向地区の処分場については、明
野村のT金属 と同一の経営者がS工業 とい う違 う
企業名で建設 した自社処分場で、当初か ら違法な
操業を目的 とした処分場であった。
筆者は、2001年に日向地区の住民に聞き取りを
行なった。区長のH氏の説明では、同地区は町内
でも高齢化が進んだ地区で、住民の平均年齢も60
代半ばだとい う。明野村のT金属の処分場がほぼ
満杯 となった96年10月ごろ、オー トキャンプ場を
作 りたいとい う業者が一人の村民から土地を購入
したかと思 うと、あれよあれ よとい う間に重機や
ダンプカーが地区か らさらに数キロ山奥の用地ま
で入 り込み、産廃の投棄を始めた。住民が苦情を
いうと、県に届け出を出 している合法的な操業で
ある、われわれにも妻子があ り生活がかかってい
るなどと、高齢者ばか りの同地区住民を桐喝した
り同情をかった りして作業を続けたという。この
地区もそれに近い状況であるが、典型的には、高
齢化が進んで、住民が遠からず都会に出た子供た
ちの世帯に合流するために、先祖から受け継いだ
土地を不本意ながらも売却したいと思っているよ
うな地域、あるいは経済的に衰退している地域、
高齢等で強圧的な業者に対 して異議を申し立てる
ことが困難な状況などを見透かして、不法投棄を
目的とした処分場が建設されることも多い。
同町内には、も う1箇所、岩下地区の林道をW
深 く入った地点に違法操業をした同規模の自社処
分場が91年に建設されている。町当局は、新規の
処分場について、住民の立ち入 り調査権を含む覚
書の締結をさせ るな どの対策を講 じたが、それ以
上の強制力はないので、結果的に業者に違法な操
業の継続を許 してしまうこととなった。97年の廃
掃法改正により自社処分場の届出だけでの建設が
不可能になるので、この時期には全国的にこうし
た駆け込みの自社処分場建設の:事例が多く見られ
た。
97年から99年にかけて、ひっきりなしに大型ダ
ンプカーが地区内の道路を通って、本来通行には
無理がある狭い林道を行き来 し、舗装やカー ドレ
ールを傷つけながら大量の産業廃棄物が搬入され
た。状況を懸念 して現場を見に行 った住民は、安
定型処分場に搬入できない木材や畳、点滴バッグ
や注射針な ど医療廃棄物、焼却灰などの存在を自
撃 した。本来管理型や特別管理型 といわれる形式
の処分場に処分されるべきこれ らの品目を自社処
分場に搬入すること自体が違法であるが、このよ
うな多様な廃棄物が運び込まれていることは、そ
もそも自社のみの廃棄物にとどまらず、他社から
処理費用を徴収 して搬入 している違法操業の疑い
が濃厚である。のみな らず、住民は現場で違法な
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野焼きが行なわれている事実も目撃 したそ うであ
る。住民は、指導権限を持つ保健所に再三事実を
伝え、対処を訴えたが、保健所(県)は 一貫 して
違法行為はない との立場をとり続けた。
事態が新たな展開を見せたのは、99年の夏であ
る。同じく山梨県内の田富町で産業廃棄物の中間
処理施設(焼却場)建設反対運動に取 り組んでいた
住民組織が、建設主体である産廃の処理業者の収
集 トラックの動静を追っていたところ、他社の廃
棄物を受け入れる処分場のあるはずのない須玉町
の山中に入 っていったので、その事実を警察に通
報 し、県警の内偵捜査により違法操業(他社廃棄物
の受け入れ)が明らかにな わ、強制捜査を受けるこ
ととなった(寺田良一、飯島編、2001、7章参照)。
その後同社の社長は廃掃法違反で逮捕 され、'有罪
判決を受けた(毎日新聞山梨版、1999年8月8日付)。
このように不法投棄の事実が明らかになると、町
当局も業者に対 し、違法な廃棄物(他社か らの搬入
分)を撤去す るよ う要求す る法的根拠ができたの
で、業者に対 しその旨通告 した。 しか しながら、
容易に想像 されるよ うに、業者は資金難 を理由に
にべもなく拒否 した。それ以上の権限を持たない
町当局は、相変わらず優柔不断な態度 を取 り続け
ている県に、行政代執行ないし国の特別措置法を
用いた緊急措置を要求していくしか方法はなかっ
た。
このように、業者の搬入は一応停止 したものの、
「埋め立て」とい うよ りは、「積み上げ」とい うほう
が正確な巨大な産業廃棄物の山塊は、刺激的な悪
臭 とじくじくとした黒い汚水 を漏出させ続け、一
部崩壊す る兆 しさえ見せていた。 この 日向、岩下
の二つの不法投棄現場は、釜無川、富士川の上流
部分をなす塩川の支流の沢筋に存在する。数キロ
下流には、塩川ダムと水道水源の取水堰があり、
その水は、4市町村の1万8千世帯の水道水 として
利用されている。中でも須玉町の塩川沿いの住民
は、目の前を産業廃棄物運搬:車がしげく通行 し、
搬入を続けたことを目撃しており、現場の深刻な
汚染状況を見学 している住民も多かったので、少
なからぬ人々が水道水源の汚染の可能性を危惧 し
ていた。そ して、不法投棄が発覚 した99年秋に、
住民有志が「未来ある子供たちの水を守る会」(以
下、「守る会」と略記)を結成 した。
.「守る会」は、町当局に県へのより積極的な働き
かけや環境調査の実施等を要求するとともに、自
らもパソクテス トによる処分場からの排水の簡易
水質測定や、資金を募ってダイオキシンの調査な
どを行なった。99年9月に実施 した処分場から50
メー トル下流の沢水の水質調査によれば、COD(化
学的酸素要求量)が449ppm(通常の渓流であれば
1ppm程度)、電気伝導度が7,000マイクロジーメン
ス(通常は20-50程度)と、埋め立てられた廃棄物の
中に、有機性の汚染物質や金属イオンがかなりの
濃度で存在することが明らかにされた。(3)さら
に2・300メー トル先の水田では、農業用水が白濁 し
た り、脱毛 したイノシシが目撃 された りもした。
こうした汚染調査結果に、将来的に水道水源が深
刻な形で汚染されるという住民の不安は募ってい
った。
しか しなが ら、水源である塩川ダムは処分場か
ら数キロ先にあり、高濃度の汚染水は、土壌に吸
着された り沢水に希釈 されてしま うので、ダムの
水質に影響するのは相当先になる。行政が緊急措
置を講ずるためには、「環境への差 し迫った危険」
の存在が要件 となるので、処分場現地で汚染が確
認されても、現に水道水源の汚染が現実に生 じて
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いない限 りは、現行法では行政のアクションは期
待できない。後に特別措置法に基づく工事が検討
されたのも、処分場の土砂崩落が引き起こす災害
防止工事に限られることになった。とはいっても、
現に巨大な有害化学物質の塊が上流に厳 として存
在するのは事実であり、それがいずれ拡散 しなが
ら自然流下 し、長期的には確実の水源 を汚染する
であろ うことは、紛れもない事実なのである。あ
たかも忍び寄る悪魔の足音 と・ともに日々の生活を
送るよ うな不安感は、この処分場が存在する限 り
下流住民から去ることはない。そ してこれ らが、
おそらくは首都圏を中心とした工業地帯や建設現
場など、外部から闊入 してきた産業廃棄物によっ
て引き起こされたであろうことは、地域住民に大
きな不公正感、理不尽さを感 じさせるのである。
(4)
時限爆弾の直下に暮らすような、緩慢ではある
が確実な汚染源を身近に抱えなが ら日々水を飲み、
子育てをしていくことは、およそ 「環境不安」とで
も表現するしかなかろ う。おそらくは、アスベス
トを生産 していた工場の周囲に居住 していたり、
地域に原発を抱えて暮 らす人々も、「環境不安」の
理不尽 さと毎日向き合いなが ら生活を営む ことを
余儀なくされている。これらがいかに大きな「精神
的苦痛」であるかは、想像に難 くない。ところが、
騒音や悪臭 と違ってく決 してそれは「環境破壊」と
か「健康被害」として認定されることはないし、い
まだそ こから社会問題 としての「問題構築」を試み
る運動もほとんどない。層
また、これほど重大な問題であるにもかかわら
ず、県の対応が一貫して消極的であったがゆえに、
隣の明野村民を含め、県の産業廃棄物政策全般に
対する不信感は増大 していった。(5)しか しなが
ら、須玉町の不法投棄問題とほぼ平行 して進めら
れた明野村の公共関与処分場建設における県の姿
勢は、90年代末から2000年にかけての全国的なダ
イオキシン、環境ホルモン問題への市民の関心の
高まりや処分場建設への世論の向かい風は、一切
意に介する風がないかのごとくであった。
4.明野村における全面対決と住民の自治的抵抗
須玉町で不法投棄が問題化 していた99年には、
明野村は村長選挙の年を迎えていた。そして2000
年は、村会議員選挙の年であった。処分場問題が
村の最も大きい政治課題 となっているお りから、
この2つの選挙の結果が、処分場建設を大きく左右
することは明 らかであった。住民組織 と県が全面
対決の状況に突入する1999年か ら、反対派村長が
誕生する2003までが、この運動の第2期といえる。
村長選挙において、反対派住民の6組織は、こ
れまで処分場建設を推進 してきた0村長に対抗 し
て、「浅尾の未来を考える会」の代表、S氏を擁i立
した。S氏は、地元出身の銀行マンであったが、
処分場問題への危機感から職を辞して住民運動の
リーダーへと転進 した、新旧住民ともに信頼を集
める人物であった。旧来からの地縁血縁を総動員
して組織選挙 を展開する0候補に対 して、S候補は、
.「処分場建設の白紙撤回」を争点に掲げ、住民の自
発的意志に依拠 し、反対世論の高揚に賭ける、典
型的な住民運動的なや り方の選挙戦を展開した。
その結果、現職の0候補が1,875票、S候補が1,728
票 と、僅差で処分場受入れ派の現職が辛勝するが、
実質は半数近い有権者が反対の意思を表明したこ
とがむしろ明らかになり、反対派の活動を勢いづ
かせ る結果 となった。この結果を受けて、同年7
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月、反対派住民の6組織は、今 日まで引き継がれる
反対運動の核 となる組織、「明野村廃棄物最終処分
場問題対策協議会」(以下、「対策協」と略記)を設立
し、白紙撤回に向けた活動の次の目標 を翌年2月の
村会議員選挙に定めた。
「対策協」は、村長選挙の余勢を駆って定員14人
の村議会の中で決定権を握るべく、7人の候補を立
て、かねてより反対 を表明している共産党議員1
人 と合わせて過半数を取るべ く打って出た。それ
に対 して危機感を高めた受入れ派は、候補者を10
人に絞 り、各候補の村内の「しがらみのネッ トワー
ク」(対策協、2003、10ページ)を最大限動員 した旧
来型選挙戦を展開した結果、全員当選を果たし、
形勢は一挙に逆転 した。県と村は、この結果を住
民が処分場建設計画を支持 したもの と解釈 し、予
定地地権者 との用地の賃貸契約を進め、現地の測
量調査に入 る構えを見せた。
実質的に着工を意味する測量を許せぱ、反対運
動は事実上敗北 し、現状打開への展望を見失い、
後はなし崩 し的に建設が加速することになると予
測 した「対策協」は、測量開始間近の7月に村民に決
起集会を呼びかけ、約400人の村民を結集するこ
とに成功 した。県の測量チームの予定地への立ち
入 りは、反対派住民のピケによって再三阻止され、
両者のにらみ合いが続いた中、偶然にもあるカメ
ラマンによって、予定地内に環境省が絶滅危惧種
に指定 しているオオタカの営巣が発見された。そ
の生態調査のために、本来であれば2年間の生態調
査が求められるが、後に県はそれを1年に短縮 して
行な う決定をした。天の助けともい うべき猶予期
間を活用 して、 「対策協」は、署名活動 と裁判闘争
に踏 み切 ることに した。有権者の53%にあた る
2,113人の反対署名を集め、2000年12月には、水
源地域である予定地の不適切性 と選定過程の不透
明性 を根拠に処分場建設差 し止めの仮処分を甲府
地裁 に申し立てた。 しかし、2002年3月、地裁は
この仮処分申請を却下 した。
これにより、対決の場は再び建設予定地での測
量をめぐる両者のっば競 り合いとなった。満を持
した県側は、今回は甲府地裁 に反対派住民の代表7
名の測量妨害禁止の仮処分を申請 し、その決定が
下るのを待って測量 に入ったが、住民側はその7
名以外の住民が阻止 し、さらに県は追加の妨害禁
止の申し立てを行なった。にもかかわらず、指名
された40人弱の住民を除いても反対住民の動員は
衰えを見せなかったので、県側は最終的に300人
の職員を動員 して一気に測量を実施する構えを見
せた。不測の事態 を回避するために、住民側はそ
れ以上の実力行使 を控えたので、結果的には県に
よる測量を許すことになったが、村内外の世論は、
いっそう反対派住民側に傾 くことになった。
こうした「対策協」の粘 り強い抵抗は、村民の間
に住民の自発的活動の有効感を強く持たせ、また
裁判闘争で培った処分場計画の正当性の欠如 と水
源汚染への危機感の喚起は、村内のみならずより
広範な社会に対 して公共関与処分場建設の問題性
を知 らしめ、「問題構築」に成功 してきたといえる。
5.反対派村長の誕生と広域合併による自治体として
の「明野村」の消滅
これ らを受 けて、 「対 策協」は、再び代表 のS氏
を擁 立 して翌2003年2月の村長選挙 に臨んだ。今
回は 、S氏が1,881票、0氏の後継候補 が1,754票と、'
逆 に僅差 で反対派 が勝利 を収 めた。一方 、県側 も、
これ まで処分場建設 を一貫 して推進 しよ うとした
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A知事が引退 し、表面的にはより柔軟な姿勢を示
すY知事が就任 した。反対派住民の代表が村長に
就任 したことで、県はこれまでのような強引なや
り方で建設に着手することはできなくなった。 し
か しその一方で、反対派の代表として村長に当選
したとはいえ、やはり票数の半数近くが対立候補
の支持者であり、処分場に関しては受入れ派であ
るとい う事実を、S村長も無視するわけにはいか
なくなった ともいえる。すなわちこれまでのよう
に、住民 として徹底 して白紙撤回を主張するスタ
ンスか ら、選挙公約 としての白紙撤回は堅持 しな
がらも、行政当事者 としての「落としどころ」を模
索 しなければならなくなったといえよう。運動は、
第3期に入ったといえる。
一方の新知事も、明野村が受容 しうるよう妥協
点や譲歩可能な点を探るためであろ う、S村長 と
の話 し合いを、2003年4月から9月の問に4回ほど
持った。話 し合いの中で県は、特にダイオキシン
汚染が懸念 される焼却灰の対策 として、溶融炉に
よる固化やセメン ト固化な どの提案をしたが、村
はあくまでも「水源地(浅尾地区)への立地」を問題
にして提案を拒否 した。それ とともに、S村長は、
2003年11月に、専門家と住民で構成 される諮問委
員会、「最終処分場問題検討委員会」を設立し、①
廃棄物の排出抑制政策、②環境汚染のない最終処
分場の形態、③浅尾地区以外の最終処分場の適地
の可能性の3点の検討を諮問 した。翌年3月、委員
会は、産業廃棄物に関する県条例の制定、排出抑
制 とそれを目的とした中間処理の推進等を内容と
する答申を出 した。村はそれを県に提出したが、
県からは具体的な対応 はなかった。
S村長が、かな り速いペースでこのような諮問
委員会を持ち方向性を見出そ うとしたもうひとつ
の理由は、明野村が周辺の6町村 と合併 して、2004
年11月には新 しい広域自治体、「北杜市」の 「明野
町」になるからである。いいかえれば、村独 自で
処分場への賛否を決定できる「明野村」としての自
治権は、2004年10月以降は消滅 してしまうのであ
る。広域 自治体の「一地域」では、処分場の受け入
れを他の多数派の地域に押 し切 られて しまうかも
しれないという危機感があった と思われる。この
秋、2005年9,月に、今は北杜市議会議員の肩書き
になったS氏にお話 を伺ったところ、やは りそ う
した懸念を伺 うことになった。合併 した他の町村
は、た とえばかな り離れた八ヶ岳山麓の地域など
は、新市の一番下流に位置する旧明野村の水質汚
染の影響を受けることはおよそないので、どうし
ても無関心になるのは無理からぬ面がある。
おそらくこうした問題は、ここだけにとどまら
ず、全国各地に生 じていると思われる。昨今の広
域市町村合併は、「小 さな政府」の自治体版といっ
てもよいが、地方行政のコス ト削減のために、と
りわけ人口が一定規模以下の自治体を合併させて、
職員数や議員数を減 らすことによって経費を削減
しようとするものである。 しか し「環境自治」の観
点から見れば、ひ とつには、水系や生態系、生活
圏などを異にする旧自治体を、数合わせのために
無理や り統合することで、住民相互や 自治体職員
に地域の実態や問題状況が見えにくくなってしま
う問題があ り、また、固有の生態系や水系に生活
する人々の自己決定権(ないし決定圏)が剥奪 され
てしま う可能性が多分にある。須玉町にせよ明野
村にせ よ、かつては役場からそ う遠 くないところ
に住む住民の意を受けて、そして同 じ生活圏に住
む職員が対応することができた。ところが広域自
治体になれば、住民の問題関心や利害からはるか
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に遠いところにいる県当局が、山間の過疎地域で
は深刻な不法投棄に適切な対応ができなかったよ
うに、問題を自分のものとして捉えた り、生活者
の論理を理解 したりすることがより困難になろう。
筆者は2005年9月に旧明野村を再訪 して、「対策
協」でお話を伺ったが、その結果はなん ともや りき
れないものであった。S氏が村長に当選 して、少
なくとも水源地帯への処分場建設の中止と、より
合理的根拠のある廃棄物政策なり用地選定手続き
な りに関しては、明確に村民の世論が示されたと
考えられる。それにもかかわらず、二転三転 した
挙句、県の計画は再びもとの「浅尾地区に建設す
る」とい う結論に後退 して しまっているのである。
広域 自治体にな り、明野村 にもう自治体 としての
決定権がないから、あるいは住民も他の地域の住
民からの 「地域エゴ」的な批判を受け寸それ以上の
抵抗はできまいとい うのであろうか、結論は元の
木阿弥になって しまったのである。一体明野の
人々が生活を賭けて、時間を犠牲にして、人間関
係の軋礫 に悩みながら、この10年真剣に廃棄物処
分場問題 に取 り組んできたのは何のためだったの
であろ うか と、一介のよそ者の研究者に過ぎない
筆者でさえ脱力感 を覚える。まして当事者の方々
にとっては、どれほ どの落胆かとい う思いがする。
にもかかわらず、「対策協」の人々の未来の世代
を思 う熱意は、今 も決 して衰えることはない。私
は、浅尾地区の予定地横で新たに発掘 された縄文
時代から平安時代にかけての環状集落遺跡の発掘
現場を案内していただいた。この住居跡から、縄
文の人々は処分場予定地の沢に降 りて清洌な水を
汲み、彼 らの命の糧としていたのである。そこを
今、21世紀のわれわれが有害化学物質の塊で埋め
尽 くそ うとしている。この太古の暮 らしの命の息
吹の証を、もうひとっの処分場建設白紙撤回の世
論を喚起するために今後とも訴え続けていきたい
とい うのが、「対策協」の方々の希望であった。
6.結 語
10年以上にわたって、倦まずたゆまず将来世代
の水源を護る活動を続けてきた人々を、筆者 もほ
ぼ10年にわたって追ってきた。これらの人々の活
動を支えてきた動機は何だったのであろ うか。そ
してその「問題構築」は どのようになされ、受 け入
れ られたのであろ うか。
まず基本的に、住民の最大の懸念は生活用水の
汚染にあったといえる。 日本の廃棄物処分場は、
たいていの場合、谷地形を利用 して堰堤を作 り、
ダム状の構造に廃棄物を埋めていく。管理型処分
場の場合、底部に遮水 シー トを張 り汚染水が地下
浸透 しないよ うにするが、遮水シー トの耐用年数
を過ぎれば破断等が生 じ、いずれは水系汚染を引
き起こす可能性が高い。そ して典型的な山間集落
は、処分場予定地の少 し下流のような、谷が平地
に出る谷戸地形に形成 される。 したが?て、処分
場によって汚染 された地下水等は、多くの場合集
落の生活用水や農業用水 となるのである。
このような構造の理解は、住民にとってむずか
しいことではなく、・む しろ経験的、直感的に理解
される。むずかしいのは、処分場建設にともなう
ベネフィットとの比較である。明野村の処分場の
場合、かっての村の共有地の一群の地権者が県か
ら地代収入を得、あるいは先行 して見返 り施設の
建設 とい う便宜を受けていた。ダイオキシンや環
境ホルモン物質が、子々孫々にわたって住民の健
康を蝕む恐れがあることを、「孫子の代までの健康
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な暮らしを守る」といった表現で、住民は世代間倫
理のレ トリックを用いて訴える。旧来型の指導者
層に多い高齢の男性には理解 されにくい場合もあ
るが、女性や団塊の世代以降には比較的すんな り
と受け入れられる。
なぜわれわれが出したゴミでもないのに、われ
われがそのつけを一身に支払わなければならない
のか という「環境負荷の分配の不公正」のレ トリッ
クは、被害を受ける範域では適用が容易であるが、
直接の被害を受ける住民以外への、より広域的な
「問題構築」はむずか しい。 ここの事例では、環境
的公正の問題フレームは、分配の公正性より、む
しろ県行政が建設予定地を決定する際の手続き的
公正性、決定根拠の透明性の欠如にあったといえ
る。本稿では扱いきれなかったが、明野村の処分
場建設の絡みで中道町に建設が計画 された「エコ
パーク(ガス化溶融炉)」や豊富村の同 じく公共関
与処分場建設計画など、いずれ も決定過程の透明
性の欠如が反対運動の高揚に大きく影響 したとい
える。直接の利害関係者や被害が予測される住民
でなくとも、・密室での決定が突然 自分の近隣に降
りかかってくる不安感や不満はよく理解できるの
で、この点を問題化 したのは効果的だったといえ
よう。
こうした点への理解が基本的にあったからかと
も思われるが、反対運動に対する、いわゆる「地域
エゴ」批判は少なかったように思われる。産業界か
らは、産業廃棄物の捨て場がなくなると、地域の
産業が停滞するか ら処分場が必要だとい う批判も
あるが、その逆もある。筆者は1998年に甲府市の
南部に位置する「国母工業団地」の見学と聞き取 り
に行ったが、そこで工場の「ゼロエ ミッシ ョン(廃
棄物ゼロ)」化をすすめている担当者にお話を伺 う
と、処分場反対の住民運動の「おかげ」であるとい
う返事が帰ってきた。すなわち、ゼロエミッシ ョ
ン活動を進めたいと思っていたが、経営的なメリ
ットを会社幹部に説明できなかったので踏み切れ
なかった。 しかし、産業廃棄物処分場反対運動が
高揚 し、廃棄物の処理 ・処分コス トが高騰 してき
たので、内部でリサイクル して処分場には出さな
いことの経済的メリッ トが明確 にな り、多くの企
業が環境マネジメン トにより熱心になってきたと
い うことであった。この点は、まだ住民側から提
起 され ることはまれであるが、最終処分場反対運
動が「地域エゴ」どころか、全体社会の環境負荷を
低減する環境マネジメン トや 「エコロジカルな近
代化」を推進する動因であることは、住民運動の存
在理由として、もっと強調 されてもよい。
最後に、「問題構築」からは少 しそれるが、処分
場問題のような、地域の環境に直結 した問題から
生 じる環境運動や住民運動にとって、あ らためて、
住民の十分身近に存在する小規模な基礎自治体
(市町村)の重要性に気づかされる。住民と視界を
共有できる程度の規模の等身大の自治体が自治権
を持っていることが、環境運動のような個別的地
域特性に関連の深い社会運動、住民運動が効果を
発揮 し、自治体が臨床社会的な施策 を講 じること
ができる条件であろうと思われる。
注
(1)県内5圏域の うち、明野以外には、峡東地区
の豊富村、東部地区の大月市が決定 した。 ところ
が大月市は具体的な予定地選定が進まず、豊富村
はスポーツ施設の建設を見返 りに処分場を誘致 し
た村長自身が村内で行なっでいた産業廃棄物の違
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法な野焼きが露呈 して刑事告発を受け、計画を白
紙撤回せざるをえな くなった。当初5圏域に1箇所
ずつの建設予定であったがぐ結局明野だけが可能
性のある予定地 となったので、県 としては是が非
でも実現 させたい予定地 となってしまったのであ
る。
しか しよ り基本的な廃棄物政策のあ り方を考え
れば、自治体(市町村)が処理責任 を負 う一般廃棄
物に対 して、産業廃棄物の処理責任は、生産活動
の中で排出した企業が一義的に:負うものである。
本来企業が 自己責任 で行な うべき産業廃棄物処
理 ・処分を、県が公的に支援することが妥当なの
か どうかが一っの論点になる。また、その点は問
わないとしても、公共の処分場といえども、処理
費用の肩代わりをするわけにはいかないわけであ
るか転 民間の処分場との市場でのサービス競争
に巻き込まれることになる。処分場の安全性を高
めるにはより高額の費用を徴収 しなければならな
いが、そ うすればやは り処理費用の節約に動機づ
けられた企業は、'極端な場合、不法投棄同然の処
理をす るが安価な業者に委託する可能性が高い。
したがって、公共関与の処分場建設は、原理的に
不法投棄防止策 とはなりえない。より根本的には、
それまでの処理委託をして しまえば当初の排出企
業の責任が免責 されて しま うシステムから、最終
処分場であっても不法行為が発見されれば、もと
もとの排出企業 も責任を分担する「拡大排出者責
任」の確立が求められる。
(2)処 分場建設計画に反対する住民組織 として
は、「明野の環境を考える会」、「浅尾の未来を考え
る会」、「朝神地区ふるさとを護る会」、「浅尾の自
然を護 る会」、「あけののあすを考える会」、「あし
た創ろ う会」'の6団体が結成 された。
(3)デ ー タ は 、 「守 る 会 」の ホ ー ム ペ 」 ジ
(http:〃wwwstm.nejp1～1漉water1)による。後 には、
2.1pg-TEQllのダイ オ キシ ンや環境 ホル モ ン物質
であ るビス フェノールAな ども検 出 された。
(4)筆者 は、同町の産廃処分場対策委員会 の専 門
委 員 を委嘱 された2002年2月に、処分場 の下流住
民150世帯 を対象に意識調査 を実施 し、140世帯 か
ら回答を得た。本来 自然 に恵 まれた地域であ るか
ら、 生活環 境 の よい点 と して、 「森林 が豊 か」が
81.4%、「空気 がきれ い」が71.4%とい う回答は 当然
だ として も、 「水 がきれ い」が32.1%しかな く、逆
に 「生活環境の悪い点」で、「水質 汚染」をあげ る人
が50.0%あったの は、 この 自社 処分場 の不法投棄
問題 な しには考え られ ない。「処分場の存在に不安
を感 じるか」の問い には、69.3%が「かな り感 じる」
と、25.7%が「多少 は感 じる」 と回答 している。
また、埋 め立て られた廃棄物 は県内の ものか、県
外 か ら来 た も の だ と思 うか を 聞 い た と こ ろ、
56.4%が「県外(が多 い)」と答えてお り、「県内(が
多 い)」は13.5%に過 ぎなか った。
この結果に見 られ るよ うに、下流住民の多数が
「環境 リス ク感」ない し「環境 不安 」を抱 えてお り、
またそれ が、 自分た ちの生活領域 か ら排 出 された
ものではな く、他 地域 に由来す る廃棄物 が流入 し
て きたた めだ と考 えて いるこ とがわかる。 関 口鉄
夫(1996)がい う、「ごみは 田舎へ」の環境的不公正
が認識 され ている といえる。
(5)実 際に対 策委員 会 で県 の説 明を聞 いて い る
と、無策 を通 り越 して業者の弁護 を しているよ う
な説 明にただただ驚 くことが多かった。た とえば、
明 らかに面積 を超過 してい ることの説 明では、底
面 か ら台形 に積 み上げ られ ている産廃 の山は、中
心部 に円筒状 に廃 棄物があ り、その面積 は規 定の
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面積以内である。周囲は崩落防止のための土盛 り
であるから違法性はないとの説明であった。現地
を見学 したものであれば、「土盛 り」を含めて廃棄
物の塊であることは一 目瞭然である。
県がこうした説明に終始 した理由は定かではな
く、憶測するしかないが、想像されるのは、届出
だけで建設 された数多くの自社処分場が程度差こ
そあれ厳密にいえば違法性 をはらんでいる場合が
多いので、ひとつの事例で県の過失や不作為を認
めれば、同様の事例が無数に出て くることが懸念
されているのかもしれない。一連の不手際に対 し
て、2002年12月の定例県議会の土木森林環境委員
会で、県は自らに落ち度があったことを認めるに
いたっている(山梨 日日新聞、2002年12月13日付)。
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   Social Construction and the Environmental Justice framing among 
     Residents' Activism against An Industrial Waste Landfill Site 
                          Ryoichi TERADA 
                           ABSTRACT 
In the 1990s, prefectural governments i  Japan started toconstruct industrial waste landfill sites, 
due to the shortage of sites enough toaccept waste from construction boom of so-called "bubbly 
economy". Taking the example of the residents' actions against a large-scale landfill site 
construction project run by Yamanashi Prefectural Government, Japan, in a small village named 
Akeno, the causes and the effects are analyzed in terms of social constructionist approach and its 
environmental justice framing. The residents typically criticize the toxic waste landfill site on the 
bases of intergenerational equity or justice, mphasizing that toxics from waste contaminate th
water resources onwhich their descendants will depend. The claim to suspend the construction has
been successfully made when they use the intergenerational justice rhetoric. They are less likely to 
address the environmental justice cause in terms of disproportional environmental burdens are 
allocated ontheir community, despite hat hey are aware that heir community has been targeted 
as landfill sites. They also address the cause of procedural transparency or rationality, asthe 
Prefectural Government gave impression t  the residents to have made decision  rather arbitrary 
bases. Inaddition, the fact hat he small village was merged into a larger municipality, Hokuto City, 
in 2004, invalidated their basic self-governing a thority. This made their resistance even more 
difficult. 
Key Words: industrial waste, residents' activism, environmental justice, social constructionism
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